
大阪府環境情報センター所報 第２４号（２００４）

大阪府域における大気環境の経済分析

＊畑中 弘

はじめに

環境問題は人口、生産活動の増加による環境への

負荷の増大が環境の持つ浄化能を上回ることにより

発生する。

歴史的に見ると高度成長期（昭和 年～ 年30 40
) 40 50代前半 の激甚な公害時代、昭和 年代後半～

年代にかけての公害対策の実施と公害問題の多様化

の時代、昭和 年代後半～ 年代にかけての公50 60
害問題から環境問題への変化の時代、平成年代の地

球環境問題への取り組みの時代に変化している。

環境保全対策はこれらの環境問題を社会経済シス

テムに内部化するためにとられる対策であるから何

らかの社会的環境評価に基づいている。それゆえ環

境保全対策の評価も社会的環境評価に基づいてなさ

れる。近年、環境保全対策に対して費用対効果によ

る評価がより求められるのも社会的環境評価の一側

面と考えられる。しかし、都市環境のように環境改

善が顕著には把握し難い環境問題において、費用効

果分析を適用すると限界費用の高さのため非効率と

判断されるバイアスをもつ可能性を排除できない。

環境は市場取引のできない公共財であり、一部を

除いて市場価格が成立しない財ではあるが、経済評

価手法を用いその便益を計測することにより環境保

全対策の費用便益分析が可能となれば、環境保全対

策に対する評価手法の拡大をもたらすと言えよう。

環境の経済評価手法には表示選好法のＣＶＭ法、

顕示選好法のトラベルコスト法、ヘドニック価格法

があり、それぞれ適用し得る環境負荷が異なる。本

稿では都道府県レベルに影響を及ぼし、環境基準を

満たす汚染質と満たさない汚染質が存在する都市型

大気汚染を対象として、技術的評価と経済的評価間

の乖離の有無を検証する。環境汚染に曝されている

人について考えると、悪影響を被る原因物質が何で

あるか必ずしも明らかでなくても何らかの影響度合

いを日々の生活を通じて感じていると考え得る。つ

まり環境が良い、悪いという評価基準では環境を評

価していると考え得る。その評価を通じ住居立地の

選好に影響を及ぼすとして、ヘドニック価格法で地

価関数を推定することにより技術的評価では計測し

得ない環境に対する選好を明らかにし便益を計測す

る。

具体的には大阪府域の大気環境を対象に経済的評

10 1 1 5価を行う 平成 年 月 日の地価データを平成。

～ 年度、平成 ～ 年度および平成 ～ 年度7 7 9 5 9
の大気汚染常時測定局の環境データ 二酸化窒素、(
二酸化硫黄、浮遊粒子状物質 に回帰することによ)
り、大気環境質に対する選好を知り、環境基準に代

表される技術的評価との整合性を判断する。なお、

ヘドニック価格法における分析の前提条件のうち社

会経済的な大きな変化は好ましくないと考えられる

ので、近年の社会経済的状況を勘案して分析対象時

点を選定した。社会的環境評価の複数の評価法にお

いて整合的な結果が得られれば、その評価に基づく

環境保全対策が社会に受け入れられる可能性は大き

いと考えられる。

また、近年環境問題として技術的評価では注目さ

れているが技術的評価基準は未設定の大気環境中の

酸性物質 についての選好を経済的に事前評価し、(1)

酸性物質に対する環境保全対策への政策的示唆を得

ることも同時に目的とする。

第１章 環境評価

第１節 自然科学的環境評価

自然科学的環境評価は人体に対する影響を基準と

した労働衛生的評価、疫学的評価およびそれらを基

にした環境基準に代表される濃度、排出量規制を中

心とした技術的評価に分類される。大気汚染質に関

しては環境基本法、大気汚染防止法に基づき、国は

環境基準を設定し、都道府県は環境総合計画を策定

して環境保全を目指す。大阪府では平成 年 月8 3
に策定した大阪府環境総合計画において環境保全目

標を定め、環境基準が定められている項目について

は原則として環境基準を用いること。ただし、新た

な知見が得られたときは環境保全目標について必要

な改訂を行うとしている。

大阪府環境情報センター環境科学室調査課
＊



大阪府では大気汚染防止法に基づき大気汚染常時

監視網を整備し大気汚染物質の測定を行っている。

平成 年 月時点の測定局は一般環境を測定す10 3
る一般局 局 、道路近傍の環境を測定する自動車(85 )
排ガス局 自排局 局 、気象測定を目的とする気( :38 )
象局 局 、計 局である。このうち対象とする(3 ) 126
汚染質を継続的して測定している 局を分析対象89
として選んだ。

対象とした大気汚染測定局 局の平成 ～ 年89 5 9
度の測定値の平均値をNO 、SO 、SPMについて月平均2 2

(ave.) 1 98% (0.98) 1値 を横軸に 日平均値の年間 値、 、

時間値の最高値 を縦軸に散布図で示す。 図(peak) (
１～３ データ出所：大阪府環境白書各年度版)
それぞれ と はよい相関を示すのでど(ave.) (0.98)

ちらかで代表することが可能である。 は統計(peak)
的には異常値を含む可能性もあるが、公表測定値は

測定機器異常、測定値自体の異常を検討後の値であ

るので異常値を含むと必ずしもいいきれない。年間

値で評価するとSO は環境基準を満たしNO 、SPM98% 2 2

は環境基準未達成の局がある。

図１ NO 散布図２

図２ SO 散布図2
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図３ SPM散布図

第２節 社会経済的環境評価

社会経済的評価は法令、行政、裁判など法・政治

制度による評価と環境汚染による社会的費用を秤量

する経済的評価に分類できる。経済的評価は環境に

対する社会の選好に依存する評価法と選好から独立

の評価法に分かれる。選好独立型評価法には再生費

用法と適用効果法などがあり、再生費用法はある環

境を再生する費用を、適用効果法は自然環境の劣化

や回復により何らかの価値がもたらされる場合その

総価値を環境の価値と評価する。選好独立型評価法

の利点は結果の頑健性にあり、環境アセスメントの

情報としては有効であるが個人の選好を反映してい

ないから社会的に受容されるかどうかという問題点

がある。選好依存型評価法は選好の把握方法により

表明選好法と顕示選好法に分類できる。表明選好法

は仮想評価法、コンジョイント分析など環境に対す

る個人の選好から評価額を直接に求める。しかし、

仮想評価法、コンジョイント分析とも個人の環境に

関する価格付けを聞き取ることが前提であるから情

報、予算制約(誰が支払うのか)によるバイアスが避

けられず安定性に欠け社会的に受容されにくい。顕

示選好法は環境に対する個人の選好を個人が実際に

支出している貨幣額からとらえる方法で、トラベル

コスト法は人々が訪問するサイトの環境の価値をそ

れに費やす支出により評価する。ヘドニック価格法

は土地や住宅価格に反映する環境の価値をとらえよ

うとするものである。これらは社会の選好に基づい

ているが、適用できる環境問題が限られるという弱

点をもつ。 本稿では、ヘドニック価格法を用いて

環境に対する選好を明らかにする。以上を下図に示

す。(この節は主に鷲田 に従った)（2）
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環境評価手法

選好独立型評価法 選好依存型評価法

再生費用法 適用効果法 表明選好法 顕示選好法

仮想評価法 コンジョイント分析

トラベルコスト法 ヘドニック価格法

第２章 大気環境の経済評価

第１節 ヘドニック･アプローチ

大気環境質に対する選好を知る方法として、ヘド

ニック地価関数の推計を行うことにより環境質の評

価を行う。ヘドニック・アプローチは地価や住宅価

格を被説明変数とし、環境質を説明変数とする地価

関数を推定し、推定されたパラメーターから環境質

の評価を行う。ヘドニック・アプローチの利点は仮

想市場法などと比較して客観性が高いこと、精度の

高いデータが豊富に利用可能なこと、貨幣尺度で便

益計算ができることなどが挙げられる。一方問題点

は地価関数推定に際しての多重共線性と関数型設定

の恣意性にある。多重共線性は説明変数の選択や指

標化により避け得る場合もある が選択されなかっ( )3

た変数に対する選好は知ることができない。関数型

の設定は平均的水準付近の価値を求める限りは関数

型による差は大きくない 。環境質を対象にした先( )4

行研究には騒音や振動の社会的費用を計測した岩田

・浅田 、山崎 、肥田野・林山・井上 がある。騒( ) ( ) ( )5 6 7

音は影響が空間的に限定的で、影響を明白に評価し

得る汚染質であるから影響を受ける人の選好の把握

は容易で経済理論と整合的な結果が得られている。

一方、大気汚染に関して金本・中村・矢澤 では大( )8

気汚染の減少の便益がマイナスになる パラメータ(
ーがプラス という経済理論と整合的でない結果が)
得られ、汚染質濃度の二次項を導入してマイナスの

Harrison andパラメーターを推定している また。 、

では汚染濃度の二次項のみで評価していRubinfeld( )9

る。しかし、汚染質に対する選好がある濃度を境に

逆転するという結果は説得的とはいえない。問題点

はむしろ濃度と人体影響の関係を無視しているとこ

ろにあると考えられる。

ここでは、 、金本、中村 、肥田野 をRosen( ) (11) (12)10

参考にヘドニック地価関数の推定を行う。

◎ローゼンのアプローチ

によると消費者は多様な属性を持つ財ｚとRosen
その他のすべての財を代表する合成財ｘを所得制約

のもとで購入し、効用ｕ(ｘ,ｚ)を最大化しようと

する。

消費者の行動

max ｕ(ｘ,ｚ) subject to Ｉ＝ｘ＋ｐ(ｚ)
x,z

ただし Ｉ：所得 ｘ：合成財

ｚ：当該財のベクトルとしての特性の消費量

ｐ(ｚ)：(ｚ ,ｚ ,…,ｚ )という特性をもつ財１ ２ ｎ

の市場価格関数

一階の条件は

ｕ /ｕ ＝∂ｐ/∂ｚ （１）ｚｉ ｘ ｉ

Ｉ＝ｘ＋ｐ(ｚ) (２)

ただし ｕ ＝∂ｕ/∂ｚ ｕ ＝∂ｕ/∂ｘｚｉ ｉ ｘ

(１)、(２)を満足するｘ 、ｚ がこの消費者の＊ ＊

購入量であり、そのときの効用ｕ も定まる。この＊

とき得られる最大効用ｕ を用いて間接効用関数で＊

＊ ＊ ＊表すと ｕ(ｘ,ｚ)＝ｕ(Ｉ－ｐ(ｚ ),ｚ )＝ｕ

ここでγ(ｚ)という関数を考え

ｕ(Ｉ－γ(ｚ),ｚ)＝ｕ (３)＊

(３)は効用水準ｕ を維持した上で財(ｚ)に支＊

出できる最大額「付け値」を表す。付け値関数は任

意のｕで定義できるので

ｕ(Ｉ－γ(ｚ),ｚ)≡ｕ

ｚで両辺を微分してi

∂ｕ/∂ｘ・∂ｘ/∂ｚ ＋∂ｕ/∂ｚ ＝０ｉ ｉ

∂ｘ/∂ｚ ＝－∂γ/∂ｚ だからｉ ｉ

－∂ｕ/∂ｘ・∂γ/∂ｚ ＋∂ｕ/∂ｚ ＝０ｉ ｉ

ｉ ｚｉ ｘよって γ ＝ｕ /ｕ

付け値関数γをｚ で微分したγ は効用関数におi i

いてｚ と合成財ｘの限界代替率を表している。こi

れは特性ｚ の価値の一つの定義といえる。消費者i

が同質的であれば市場価格関数ｐ(ｚ)と付け値関数

γ(ｚ)は一致する。異質の消費者が存在する場合は

ｐ(ｚ)はγ(ｚ)の包絡線となり、市場価格関数を用

いた環境価値は過大評価をもたらす。しかし、環境

の変化が微小であったり、影響範囲が狭い場合は便

益を正確に計測し得る 。本稿では環境測定値の推(12)

移より変化が微小であるという仮定が成立するとし

た。

◎地価関数の推定

被説明変数：平成１０年１月１日の地価公示価格

説明変数：土地の周辺環境を考慮して以下の属性

の変数を採用した。

土地属性：容積率 面積 近接道路幅員

換算距離 総時間

近隣特性：交通量 人口密度 住宅密度



製造業数 卸小売業数

サービス業数

ダミー：下水道 商業地 工業地

2 2 3環境濃度：NO SO HNOSPM
Ind( )環境指標： 総合指標

Ind1( )一次汚染質指標

Ind2( )二次汚染質指標

なお、変数の内容、データ出所は補論１参照。

◎自排局補正

府下 局の大気汚染常時測定局のうち、SO 、126 ２

NO 、SPMを同時に測定している 局 一般環境局、２ 89 (
自動車排ガス局 の測定データを用い、測定局近隣)
の サンプルの地価データに回帰した。254
環境データの安定性の確保と、パラメーターの安定

性の検証のため平成 ～ 年度、平成 ～ 年度5 7 7 9
および平成 ～ 年度の平均値を環境質による説5 9
明変数とした。

一般環境局 一般局 と自動車排ガス局 自排局 の( ) ( )
違いは、測定局の立地とサンプルガス採取口の高さ

が異なっているが、自動車排ガス局の測定データを

排除するとデータ数が小さくなること、商業地、

工業地が地価データから排除される割合が高いこと

などから両局をあわせて用いた。一般局と自排局の

測定データは自排局の方が一般に高いが、立地によ

る差と採取口の高さによる差があるので自排局補正

を行った。藤井寺市役所局は平成 年度まで自排6
局であったが平成 年度から一般局に指定替えと7
なり採取口が引き上げられた。その結果測定値が下

表のように変化した。地理的、社会経済的環境条件

は大きくは変化していないと考えられるからその差

は採取口の変更によるとできる。藤井寺市役所局の

指定替え前後の測定値を示す。

平成 年度 平成 年度5,6 7,8
0.006ppm 0.0055ppm二酸化イオウ
0.036ppm 0.028ppm二酸化窒素

3 3浮遊粒子状物質 0.043mg/m 0.044mg/m

これより、採取口高さの違いによる自排局補正を

SO ％、NO ％、 ％とした。２ ２10 20 SPM 0

第２節 地価関数の推定(濃度指標)

地価関数の説明変数として大気汚染常時測定値を

用いて推定した。

０ １ １ ｎ ｎ ｐ推定式はｐ＝ ＋ ｚ ＋ ＋ ｚ ＋ｅα α … α
大気環境質を濃度単位で説明変数とすると、すべ

ての変数は符号条件を満たすが有意水準はHNO を除3

いて低い。濃度指標は人体影響を必ずしも直接的に

は反映していないから有意水準が低下すると考えら

れる。ただし、変数削除テスト結果は環境汚染質が

説明変数として有意であることを示している。

推定結果１ 濃度指標

H5-9 H5-7 H7-9

推定量 P-値 推定量 P-値 推定量 P-値

定数項 251.1(.00) 223.8(.01) 270.2(.00)

容積率 0.790(.00) 0.794(.00) 0.795(.00)

面積 0.075(.39) 0.080(.36) 0.071(.41)

近接道路幅 7.341(.02) 7.168(.02) 7.485(.02)

換算距離 -0.079(.00) -0.077(.00) -0.079(.00)

総時間 -3.101(.00) -3.204(.00) -3.033(.00)

21.26(.01) 22.98(.01) 19.54(.01)自動車走行数

人口密度 0.029(.00) 0.027(.01) 0.031(.00)

住宅密度 -0.054(.01) -0.050(.02) -0.057(.01)

製造業数 -2.961(.01) -3.003(.00) -2.822(.01)

卸小売業数 3.171(.00) 2.990(.00) 3.329(.00)

サービス業 -2.273(.27) -1.867(.37) -2.650(.20)

64.6 (.00) 66.6 (.00) 63.7 (.00)下水道ダミー

29.0 (.41) 31.1 (.39) 26.6 (.45)商業地ダミー

-29.2 (.11) -28.0 (.12) -28.3 (.11)工業地ダミー

NO -1607 (.60) -3704 (.22) -859 (.77)2

SO -9001 (.25) -4771 (.50) -10673(.15)2

SPM -2037 (.23) -1386 (.45) -2388 (.10)

HNO -6388 (.05) -4704 (.11) -7414 (.03)3

0.8214 0.8185 0.8240R-Bar-Squared

F-stat. F(4,235)= F(4,235)= F(4,235)=

4.69 (.00) 3.85 (.01) 5.45 (.00)

2.38 2.37 2.38DW-statistic

注：F-stat.は環境汚染質:(NO ～HNO )の変数削除テスト結果2 3

第３節 地価関数の推定(影響指標)

前節では濃度指標で推定を行った。環境汚染質全

体では説明変数として有意であるが個別のパラメー

ターは有意水準が低く推定された。そこで、大気環

境質の影響度合を勘案して総合指標化し経済評価を

行う。 個別の汚染質の人体への影響度合はＡＣＧ

ＩＨ－ＴＷＡを用いてSO :H SO :NO :ＨNO ＝２ ２ ４ ３ ３

とする （補論２） H SO 、HNO 濃度1:10:0.7:1 (12)。 ２ ４ ３

は大気汚染常時測定局では測定していないがSO 濃２

(H-L) 1:1 SPM度、NO 濃度と とする （補論３）２ 。

に関しては測定単位も異なり、単一物質ではないの

で人体への影響度合を環境基準値からSO 濃度 単２ 1
位に対して指標化する。

◎指標化の手順

SO ,NO の人体影響度合と環境基準値を比較する2 2

と影響度合と環境基準値は逆比になっているので、



SPM SPMそれが に対しても成立すると仮定して

のSO 濃度 単位に対する影響度合を算出する。2 1
影響度合 環境基準(長期評価) 影響度合×環境基準

SO 1/(1ppm) 0.04ppm 0.042

NO 0.7/(1ppm) 0.06ppm 0.0422

ｘ/(1mg/m ) 0.1mg/m 0.04SPM 3 3

ｘ＝0.4となるから mg/m はSO ppmの0.4倍のSPM1 13
2

影響度合とする。

以上の準備により大気環境質の総合指標: はInd
＝SO ＋H SO ＋NO ＋HNO ＋SPMInd 2 ２ ４ 2 ３

SPM＝SO ＋10SO ＋0.7NO ＋HNO ＋0.42 2 2 3

一次汚染質のみを用いた総合指標を とする。Ind1
Ind1 SPM＝SO ＋NO ＋SPM＝SO ＋0.7NO ＋0.42 2 2 2

二次汚染質のみを用いた総合指標をInd2とする。

２ ４ ３ 2 3Ind2＝H SO ＋HNO ＝10SO ＋HNO
総合指標Indを用いた地価関数の推定結果を示す。

推定においては総合指標を環境指標とした。

推定式は

α α … α Ind (1)ｐ＝ ＋ ｚ ＋ ＋ ＋ｅ０ １ １ ｎ ｐ

n( ) α α … α ln(Ind) (2)l ｐ ＝ ＋ ｚ ＋ ＋ ＋ｅ０ １ １ ｎ ｐ

とした。推定式 により地価に及ぼす環境指標(1)
の限界効果を、推定式 により地価の環境指標に(2)
対する弾力性を知る。

( 1)推定結果２ 環境指標 推定式

H5-9 H5-7 H7-9

推定量 P-値 推定量 P-値 推定量 P-値

定数項 172.6(.02) 142.6(.05) 183.7(.01)

容積率 0.776(.00) 0.771(.00) 0.781(.00)

面積 0.079(.39) 0.082(.38) 0.077(.40)

近接道路幅 7.556(.02) 7.354(.02) 7.654(.01)

換算距離 -0.076(.00) -0.075(.00) -0.077(.00)

総時間 -2.922(.00) -2.728(.00) -2.977(.00)

19.61(.01) 19.18(.02) 18.62(.01)自動車走行数

人口密度 0.025(.01) 0.024(.02) 0.026(.01)

住宅密度 -0.049(.03) -0.046(.03) -0.050(.02)

製造業数 -3.542(.00) -3.534(.00) -3.579(.00)

卸小売業数 3.049(.00) 2.875(.00) 3.159(.00)

サービス業 -1.978(.31) -1.627(.40) -2.207(.25)

66.0 (.00) 65.8 (.00) 67.6 (.00)下水道ダミー

31.3 (.39) 34.8 (.34) 28.8 (.42)商業地ダミー

-28.1 (.11) -28.5 (.09) -27.2 (.12)工業地ダミー

Ind -1531 (.00) -1272 (.00) -1613 (.00)

0.8201 0.8169 0.8219R-Bar-Squared

F-stat. F(1,238)= F(1,238)= F(1,238)=

13.93(.00) 10.15(.00) 15.68(.00)

2.36 2.37 2.38DW-statistic

注：F-stat.は環境指標:Indの変数削除テスト結果

( ２)推定結果３ 環境指標 推定式

H5-9 H5-7 H7-9

推定量 P-値 定量 P-値 推定量 P-値

定数項 4.495(.00) 4.573(.00) 4.498(.00)

容積率 8.7E-4(.00) 8.7E-4(.00) 8.8E-4(.00)

面積 7.5E-5(.60) 7.7E-5(.59) 7.4E-5(.61)

近接道路幅 0.013(.00) 0.012(.00) 0.013(.00)

換算距離 -2.2E-4 -2.1E-4 -2.2E-4

(.00) (.00) (.00)

総時間 -0.011(.00) -0.011(.00) -0.011(.00)

0.049(.00) 0.048(.00) 0.047(.00)自動車走行数

人口密度 8.1E-5(.00) 7.9E-5(.00) 8.1E-5(.00)

住宅密度 -1.4E-4 -1.4E-4 -1.4E-4

(.00) (.00) (.00)

製造業数 -0.006(.00) -0.006(.00) -0.006(.00)

卸小売業数 0.004(.00) 0.004(.00) 0.005(.00)

サービス業 -0.004(.15) -0.003(.21) -0.004(.12)

0.218(.00) 0.219(.00) 0.221(.00)下水道ダミー

0.268(.00) 0.274(.00) 0.265(.00)商業地ダミー

-0.078(.08) -0.078(.07) -0.076(.09)工業地ダミー

ln(Ind) -0.290(.00) -0.255(.01) -0.290(.00)

0.8568 0.8552 0.8578R-Bar-Squared

F-stat. F(1,238)= F(1,238)= F(1,238)=

10.18(.00) 8.19(.01) 10.58(.00)

2.12 2.11 2.12DW-statistic

注：F-stat.は環境指標:ln(Ind)の変数削除テスト結果

、 を説明変数とした推定結果を示す。Ind1 Ind2
(Ind1,Ind2 1)推定結果４ 環境指標 推定式

H5-9 H5-7 H7-9
Coef. P値 Coef. P値 Coef. P値
-5065 (.00) -4904 (.00) -5003 (.00)Ind1
-1875 (.00) -1443 (.01) -2017 (.00)Ind2

(ln(Ind1),ln(Ind2) 2)推定結果５ 環境指標 推定式
H5-9 H5-7 H7-9
Coef. P値 Coef. P値 Coef. P値
-0.308(.00) -0.308(.00) -0.296(.00)ln(Ind1)
-0.236(.00) -0.190(.02) -0.240(.00)ln(Ind2)

、 、 とも符号条件をみたし、係数Ind Ind1 Ind2
も安定で有意水準も高く環境汚染質の影響度合いを

考慮することの正当性が示唆される。一次汚染質と

二次汚染質の削減はともにプラスに評価され、測定

されていない二次汚染質を無視できないことを示し

ている。推定式２の弾力性(H5-9)で評価すると環境

指標1%の削減が地価0.29%上昇の便益を生むと算定

された。同様に一次汚染質単独の1%削減は0.31%、

二次汚染質単独の場合は0.24%の便益を生じる。

第４節 地価関数の推定(用途地域別)

用途地域の異なる地点に居住する人の環境質に対



する選好に違いがあるかどうかを用途地域別に回帰

分析を行うことにより検証する。なお準工業地域は

サンプル数が少ないので分析対象から除いた。平成

～ 年度の推定結果をしめす。他の年度も同様の7 9
結果であった。

( 1)推定結果６ 用途地域別 推定式

住宅地 n=178 商業地 n=60

推定量 P-値 推定量 P-値

定数項 250.2 (.00) 462.1 (.05)

容積率 0.023 (.70) 1.175 (.00)

面積 0.042 (.28) -0.058 (.72)

近接道路幅 5.175 (.00) 7.291 (.07)

換算距離 -0.040 (.00) -0.135 (.06)

総時間 -2.072 (.00) -10.38 (.00)

7.921 (.00) 46.82 (.02)自動車走行数

人口密度 0.012 (.00) 0.061 (.03)

住宅密度 -0.014 (.00) -0.125 (.01)

製造業数 -1.774 (.01) -7.394 (.03)

卸小売業数 4.713 (.00) 4.228 (.00)

サービス業 -8.779 (.00) -4.404 (.08)

35.4 (.00) 146.9 (.02)下水道ダミー

Ind -381.8 (.04) -4995 (.00)

0.7549 0.7493R-Bar-Squared

F-stat. F(1,164)= F(1,46)=

3.83 (.05) 15.32 (.00)

1.68 2.34DW-statistic

注：F-stat.は環境指標:Indの変数削除テスト結果

( ２)推定結果７ 用途地域別 推定式

住宅地 n=178 商業地 n=60

推定量 P-値 推定量 P-値

定数項 4.976 (.00) 2.915 (.00)

容積率 4.0E-5 (.88) 0.001 (.00)

面積 1.4E-4 (.38) -1.3E-4 (.62)

近接道路幅 0.019 (.00) 0.012 (.01)

換算距離 -1.6E-4 (.00) -2.6E-4 (.05)

総時間 -0.010 (.00) -0.019 (.00)

0.037 (.00) 0.085 (.01)自動車走行数

人口密度 7.3E-5 (.00) 1.2E-4 (.01)

住宅密度 -1.1E-4 (.00) 2.2E-4 (.00)

製造業数 -0.008 (.00) -0.011 (.04)

卸小売業数 0.019 (.00) 0.005 (.02)

サービス業 -0.036 (.00) -0.004 (.25)

0.151 (.00) 0.436 (.00)下水道ダミー

ln(Ind) -0.164 (.04) -1.006 (.00)

0.7704 0.7247R-Bar-Squared

F-stat. F(1,164)= F(1,46)=

3.83 (.05) 15.32 (.00)

1.67 2.49DW-statistic

注：F-stat.は環境指標:ln(Ind)の変数削除テスト結果

推定式 、 とも用途地域別で大きく異なるのは1 2
容積率に対するパラメーターで、住宅地では有意と

200%はいえない。これは住宅地においては容積率

の地点が 地点 地点中 と多く説明変数のば133 (178 )
らつきが少なすぎるためと思われる。面積について

商業地でパラメーターがマイナスになったが有意水

準は低い。全体でも面積については両推定式とも有

意水準が低く用途地域による差とはいえない。

有意なパラメーターの符号は用途地域間で整合的

であり、弾力性で比較すると 倍以内の差に収ま3
っているが、 については商業地域は住宅地域のInd
倍の値を示し、商業地域での環境改善がより求め6

られていると解釈できよう。

、 、 を説明変数とした推定結果をInd Ind1 Ind2
まとめて示す。

推定結果８ 環境指標
( )用途地域別：住宅地 推定式 1

H5-9 H5-7 H7-9
Coef. P値 Coef. P値 Coef. P値
-419 (.02) -370 (.04) -381 (.04)Ind
-1226 (.05) -1233 (.06) -1078 (.06)Ind1
-516 (.03) -425 (.06) -474 (.05)Ind2

推定結果９ 環境指標
( )用途地域別：商業地 推定式 1

H5-9 H5-7 H7-9
Coef. P値 Coef. P値 Coef. P値
-4848 (.00) -4555 (.00) -4995 (.00)Ind
-19025 (.00) -19124 (.00) -19039 (.00)Ind1
-5847 (.00) -5307 (.00) -6090 (.00)Ind2

推定結果１０ 環境指標
( )用途地域別：住宅地 推定式 2

H5-9 H5-7 H7-9
Coef. P値 Coef. P値 Coef. P値
-0.189 (.03) -0.183 (.03) -0.164 (.04)ln(Ind)
-0.182 (.04) -0.187 (.05) -0.159 (.05)ln(Ind1)
-0.154 (.04) -0.141 (.05) -0.134 (.06)ln(Ind2)

推定結果１１ 環境指標
( )用途地域別：商業地 推定式 2

H5-9 H5-7 H7-9
Coef. P値 Coef. P値 Coef. P値
-0.971 (.00) -0.897 (.00) -1.006 (.00)ln(Ind)
-1.295 (.00) -1.309 (.00) -1.301 (.00)ln(Ind1)
-0.752 (.00) -0.653 (.00) -0.794 (.00)ln(Ind2)

地域別に分析しても符号条件をみたし、係数も安

定である。商業地に比べて住宅地の有意水準は若干

低下する。

推定式 の環境指標のパラメーターは地価の環2
1境指標に対する弾力性をあらわしている。推定式

のパラメーターから平均値まわりの弾力性を求め、

両者を比較することにより関数型による推定値の差

の有無を検証する。



(n=178) (n=60)弾力性 住宅地 商業地
1 2 1 2推定式 推定式 推定式 推定式

H5-9 -0.19 -0.19 -0.97 -0.97Ind
H5-7 -0.17 -0.18 -0.93 -0.90Ind
H7-9 -0.17 -0.16 -0.98 -1.01Ind
H5-9 -0.20 -0.18 -1.37 -1.30Ind1
H5-7 -0.20 -0.19 -1.38 -1.31Ind1
H7-9 -0.17 -0.16 -1.34 -1.30Ind1
H5-9 -0.15 -0.15 -0.75 -0.75Ind2
H5-7 -0.12 -0.14 -0.70 -0.65Ind2
H7-9 -0.14 -0.13 -0.77 -0.79Ind2

住宅地、商業地別の推計では平均値まわりの弾力

性と両対数モデルのパラメーターはよい一致を示

し、関数型による差は大きくないことがわかる。

第５節 経済評価と技術評価の比較

１濃度指標

濃度指標の技術的評価は環境基準が設定されてい

る汚染質と、設定されていない汚染質に分かれる。

環境基準が設定されていない汚染質については、

H SO はSO と同程度存在し、HNO は代理変数NO (H-L)2 4 2 3 2

と同量存在する。H SO はSO と相関するから経済評2 4 2

価の説明変数に採用できない。SO のパラメーター2

はH SO の評価を含んだものと解釈できる。環境基準2 4

の達成状況と経済評価をまとめると

2 2 2 4 3NO SO SPM H SO HNO

環境基準 × ○ × 未設定 未設定

経済評価 － － － －

経済評価で有意水準は低いがNO 、SO 、SPMのパラ2 2

メーターがマイナスとなり、これらのさらなる削減

が求められている。SO は環境基準を満たしている2

が、濃度基準ではカウントされていないH SO を含ん2 4

だ評価とすれば妥当な結果と考えられる。HNO は有3

意水準も高くマイナスに評価され二次汚染質を無視

できないことが分かる。

２影響指標

環境基準値は人体への影響も考慮して設定されて

いるが、個別の汚染質についての基準であって複数

の汚染質による影響を総合評価するようには設定さ

れていない。しかし、影響を受ける人からみれば個

別の汚染質による影響度合いを判別できるわけはな

く総合的に影響を受けている。そこで人体影響を

SO １ あたりに換算した環境指標を作成して地2 ppm
価関数を推定した。環境指標は対象とした汚染質す

べての影響を総合した 、一次汚染質を総合したInd
、二次汚染質を総合した とした。対象地Ind1 Ind2

域は用途地域別にも推定した。パラメーターはすべ

。てマイナスであったので 値と弾力性で比較するP-
( )値は平成7-9年

P- Ind Ind1 Ind2値
全域 .000 .000 .001
住宅地 .035 .055 .054
商業地 .000 .000 .000

Ind Ind1 Ind2弾力性
全域 -0.29 -0.30 -0.24
住宅地 -0.16 -0.16 -0.13
商業地 -1.01 -1.30 -0.79

人体影響を考慮した環境指標ではパラメーターは

有意水準も高くマイナスに推定された。一次汚染質

だけでなく、二次汚染質に対してもマイナスの評価

であったことは、一次汚染質を、測定されていない

二次汚染質に変換するような削減策は効果が限定的

であることを意味すると解釈できる。用途地域別で

は商業地の環境改善がより求められているといえ

る。

第６節 費用便益分析

尼崎、西淀川、川崎、名古屋の公害訴訟に対する

判決や和解成立をうけ、ディーゼル車からの粒子状

物質の低減装置に対する触媒被毒を防止するためデ

ィーゼル燃料 軽油 の硫黄含有量を現行の の( ) 1/10
に抑制する必要がある。石油元売り各社は50ppm

年 月をめどに、低硫黄軽油の供給体制を整2003 10
える。 日経 記事 これにより 汚( 2000,11,25 ) SPM
染がどの程度改善されるかは低減装置の性能に左右

されるので確実には予測できないが、移動発生源由

来のSO 排出量は確実に減少する。そこで、軽油の２

低硫黄化による費用便益分析を地価関数推定により

2007得られたパラメーターを用いて行う。さらに

年には軽油（ → 、 年にはガソリン50 10ppm 2008）

（ → ）が規制強化される見とおしであ100 10ppm
り（日経 記事 、この場合についても同2004,3,22 ）

様に試算する。

前提

①ヘドニック地価関数のパラメーターは環境データとし

て平成 年平均値を用いた場合の総合指標 推定5-9 Ind
1530 / /ppb値を採用する。 パラメータ推定値： 円 ㎡

②軽油の硫黄分は旧基準 ＝ を満たしてい0.05% 500ppm
50ppm )るとし に低減されるとする （試算①。

50ppm 10ppm ( )から に低減されるとする。 試算②

③ガソリンの硫黄分は現行基準 を満たしている100ppm
10ppm ( )とし に低減されるとする。 試算②

④軽油消費量は 万 年 ガソリンは 万 年 大200 kl/ 300 kl/ (、

阪府統計年鑑および軽油石油引取税決算額より逆算 と)
する。

⑤環境改善を受ける面積は道路両側、道路幅と同じとす

年度 出所平成 年度大阪府統る。府内道路面積 ｋ㎡132 (H9 : 11



)計年鑑

⑥SO 排出量と環境測定値の関係２

1t 0.000169ppb( )SO ＝ 補論３２

⑦軽油の比重 、ガソリンの比重 とする。 石0.82 0.78 (
油年鑑 オイル・リポート社、ガソリン規1999/2000

)格値

⑧軽油脱硫のための設備投資とコスト負担

平成 年 月 日 改訂により軽油中の硫黄分が4 10 1 JIS
から に引き下げられた。そのとき第２段階0.5% 0.2%

の低硫黄化として へ引き下げた場合のコスト試0.05%
算が石油連盟によって行われ建設費用 億円 平成2900 (
元年価格 、ランニングコスト 億円より軽油 当) 180 1l
たりのコスト増 円とされている。 石油販売年鑑2.6 (
1995 p172)燃料油脂新聞社

日経新聞 の記事によると深度脱硫装置への2000,11,25
投資額は日石三菱 億円、出光興産 億円、ジャ150 200
パンエナジー、コスモ石油それぞれ 億円以上で、100
ランニングコストは前回の引き下げよりは費用がかか

ると予想されるから軽油価格への影響は前回程度とし

( )て大きな違いはないとする。 試算①

日経新聞 の記事によると硫黄除去装置や高2004,3,22
性能触媒導入コストは元売 社計 億円、経済産業5 670

50省では法規制に先だって出荷を始めた石油会社に計

億円の補助金を分配する。ランニングコストは不明な

ので、この場合は政府、民間の初期投資額をコストと

( )する。 試算②

試算①

排出量削減の計算

((500-50)/10E6)*(2*10E6)*0.82*(64.1/32)ΔSO (量)＝２

＝ 年1480t/
0.000169*1480 0.25ppbΔSO (濃度)＝ ＝２

○便益

1530*0.25*132*2*10E6 1.01*10E11Ｂ(SO ＝ ＝２)

＝ 億円1010
1530*0.25*10*132*2*10E6Ｂ(H SO ＝２ ４)

＝ ＝ 億円1.01*10E12 10100
)＝ )＋ )Ｂ(SO +H SO Ｂ(SO Ｂ(H SO２ ２ ４ ２ ２ ４

＝ ＋ ＝ 億円1010 10100 11110
○費用

Ｃ＝ ＝ 億円 年2.6*(2*10E6)*1000 520 /

試算②

排出量削減の計算

((50-10)/10E6)*(2*10E6)*0.82*(64.1/32)軽油分SO (量)＝２

＝ 年130t/
0.000169*130 0.022ppbΔSO (濃度)＝ ＝２

ガソリン分ΔSO (量)２

＝ ＝ 年((100-10)/10E6)*(3*10E6)*0.78*(64.1/32) 420t/
0.000169*420 0.071ppbΔSO (濃度)＝ ＝２

○便益

1530*0.022*132*2*10E6軽油分Ｂ(SO ＝２)

＝ ＝ 億円8.89*10E9 89
1530*0.022*10*132*2*10E6Ｂ(H SO ＝２ ４)

＝ ＝ 億円8.89*10E10 889
)＝ )＋ )Ｂ(SO +H SO Ｂ(SO Ｂ(H SO２ ２ ４ ２ ２ ４

＝ ＋ ＝ 億円89 889 978
1530*0.071*132*2*10E6ガソリン分Ｂ(SO ＝２)

＝ ＝ 億円2.87*10E10 287
1530*0.071*10*132*2*10E6Ｂ(H SO ＝２ ４)

＝ ＝ 億円2.87*10E11 2870
)＝ )＋ )Ｂ(SO +H SO Ｂ(SO Ｂ(H SO２ ２ ４ ２ ２ ４

＝ ＋ ＝ 億円287 2870 3157
○費用

Ｃ＝ ＋ ＝ 億円670 50 720

費用便益分析の結果、試算①では 兆 千億円の1 1
便益を生じると試算された。現行 濃度を とSO２ 6ppb
すると の削減は約 となるので弾力性と0.25ppb 4%
して に対する推定値 を用いると地価をInd 0.29

上昇させる便益が生まれると計算される。平1.2%
成１０年の大阪府内宅地の決定価格は 兆円（大81
阪府統計年鑑）であるから、公示地価と決定価格間

の定義、算定の違いはあるが妥当な試算値と考えら

れる。

第３章 結論

1)SO は環境基準を満たす状況であるが、大気２

汚染常時測定局の測定値は酸化生成物のH SO をカ２ ４

２ ２ ４ウントしていない。SO の評価には酸化してH SO

となる部分を含めた総合評価が必要となる。SO は２

H SO と相関するのでH SO の代理変数となりえ２ ４ ２ ４

る｡経済評価で環境基準を満たしているSO に対し２

てマイナスのパラメーターが得られたことは、さら

なるSO 排出量の削減の必要性を示している。２

2)NO はSO に比べて水溶性が低く人体に対する２ ２

直接影響は小さい。しかし、酸化してHNO となる３

と強い影響を与える。経済評価ではHNO を表す代３

理変数としてNO の月平均最大値と月平均最低値の２

差を用いてマイナスのパラメーターを得た。これよ

り導かれることは、総排出量の削減によらず目先の

環境改善のためにNO を酸化して測定値の低下を図２

ればHNO を生成させることにより却って環境負荷３

を増加させる場合もあることである。



3)環境測定値を説明変数として用いる場合、濃

度基準より人体への影響を基準とした環境指標を用

いた方が説得的な結論が得られる。環境基準値は人

体への影響も考慮して設定されているが、個別の汚

染質についての基準であって複数の汚染質による影

響を総合評価するようには設定されていない。環境

基準値設定において、人体への複合影響を考慮する

必要があることが示唆される。

4)人体への影響を考慮した環境指標に対してパ

ラメーターは安定にマイナスで大気環境のさらなる

改善が求められている。一次汚染質の削減だけでな

く二次汚染質の削減も求められていて、用途地域別

では商業地域での環境改善がより求められている。

)環境指標に対する限界効果は 円 ㎡、5 1513 /ppb/
弾力性は 、特に環境改善が選好される商業地で0.29
はそれぞれ 円 ㎡、 の推定結果が得ら4848 /ppb/ 0.97
れた。
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補論

１）変数の内容、データ出所

被説明変数

(1000 / ) (1)地価：公示地価 円 ㎡

説明変数

( ) (1)容積率：容積率 ％

( ) (1)面積：土地面積 ㎡

( ) (1)近接道路幅員：近接道路幅員 ｍ

(1)換算距離：近接駅までの距離

ただし、バス使用が合理的な場合はバス

( ) (2)停までの距離 ｍ

総時間：ターミナル駅 地下鉄御堂筋線の各駅 まで( )
(3)の時間

ただし、バス使用が合理的な場合はバス乗

( ) (2)車時間を含む 分

自動車走行台数：近隣の幹線道路へのアクセシビリ

(1000 / )ティーの代理変数 台 ｍ

推定の詳細は補論（４）参照

( / ) (4)人口密度：近隣の人口密度 人 ｋ㎡

( / ) (4)住宅密度：近隣の住宅密度 戸 ｋ㎡

(/1000 ) (4)製造業数：近隣の製造業事業所数 人

(/1000 ) (4)卸小売業数：近隣の卸小売業事業所数 人

(/1000) (4)サービス業数：近隣のサービス業事業所数

1 0 (1)下水道ダミー：下水道あり なし

1 (1)商業地ダミー：商業地域、近隣商業地域

1 (1)工業地ダミー：準工業地域

NO ：環境測定値のうち を代表値として用い2 -ave. (ave.)
(ppm) (5)た

SO ：環境測定値のうち を代表値として用2 -ave. (ave.)
(ppm) (5)いた

：環境測定値のうち を代表値として用SPM- ave. (ave.)
(ppm) (5)いた

NO (H-L) (ppm)HNO ：代理変数 を用いた３ ２

：人体影響を考慮した環境総合指標Ind
：人体影響を考慮した一次汚染質の環境総合指標Ind1
：人体影響を考慮した二次汚染質の環境総合指標Ind2

データ出所：

平成 年地価公示 国土庁地価鑑定委員会(1) 10
ゼンリン電子地図帳ＺⅢ西日本版 ゼンリン(2) (2000.6)
精密住宅地図 ～ 吉田地図(1996 2000)
時刻表 ＪＴＢ(3) (1999.8)
交通規制地図 ワラヂヤ出版(1997)
大阪府統計年鑑 各年度版(4)
大阪府環境白書 各年度版(5)
大気汚染常時測定局測定結果 各年度版

２）大気中酸化物質を含めた影響指標

(American Conference ofＡ Ｃ Ｇ Ｉ Ｈ

は、米国の産Governmental Industrial Hygienists)
業衛生の専門家の組織で化学物質等の職業的許容濃

度の勧告値や化学物質の発ガン性の分類を公表し

て、その値は世界的に重要視されている。許容濃度

は、毎日繰り返しある物質に暴露したときほとんど

の労働者に悪影響が見られないと思われる大気中濃

度をＴＬＶ として示して(Threshold Limit Values)
いる。

ＴＬＶにはＴＷＡ 時間(Time Weighted Average:
加重平均値 ：毎日繰り返し暴露したときほとんど)
の労働者に影響がみられないような大気中の物質濃

(Short Term度の時間加重平均値とＳＴＥＬ

短時間暴露限界値 ：ＴＷＡが許容Exposure Limit: )
範囲内であっても労働者が作業中の任意の時間にこ

の値を超えて暴露してはならない 分間の時間加15
重平均値が示されている。そのほかＴＬＶ－Ｃ

天井値 ：作業中のどの時点において(Ceiling value: )
も超えてはならない値がある。SO 、H SO 、NO 、２ ２ ４ ２



HNO についてＴＷＡ、ＳＴＥＬをまとめる。３

ＴＷＡ ＳＴＥＬ

二酸化イオウ 2ppm 5ppm
３ ３

硫酸 1mg/m 3mg/m

二酸化窒素 3ppm 5ppm
３ ３

硝酸 2ppm;5.2mg/m 4ppm;10mg/m

H SO をガス状濃度に換算すると次の表となる。２ ４

ＴＷＡ ＳＴＥＬ

二酸化イオウ 2ppm 5ppm

硫酸 0.2ppm 0.7ppm

二酸化窒素 3ppm 5ppm

硝酸 2ppm 4ppm

長期影響を示すＴＷＡでは酸化生成物のH SO はS２ ４

O の 倍、HNO はNO の 倍、短期影響を示す２ ３ ２10 1.5
7 1.3ＳＴＥＬではH SO はSO の 倍、HNO はNO の２ ４ ２ ３ ２

倍限界値が厳しいことがわかる。

逆に考えてSO ＝ の影響を とした場合の２ 1ppm 1
各汚染質の影響度合いを表にすると

ＴＷＡ ＳＴＥＬ

1 1二酸化イオウ

硫酸 10 7

二酸化窒素 0.7 1

硝酸 1 1.3

３） SO とH SO の関係2 2 4

SO の測定は簡便なPbO 法により始められ、測定2 2

機器の開発を待って導電率法によるSO 測定が行わ2

2 2れるようになった。PbO 法は円筒に一定面積のPbO

を塗布し、百葉箱中で1ヶ月間大気に暴露してSO を2

2 2 3捕捉させ測定する。PbO によりSO は酸化されてSO

として固定される。測定単位はSO mg/day/100cm で3
2

ある。PbO は化学的特性からSO だけでなくH SO も2 2 2 4

同時に捕捉する。一方導電率法はSO を選択的に測2

定するからH SO をカウントしない。PbO 法はSO 汚2 4 2 2

染の改善により測定感度の不足と、鉛廃棄物の問題

から測定を休止するようになり、大阪市では平成2

年、大阪府では平成5年で打ち切られた。乾性沈着

の測定を行いH SO を測定し、その解析においてSO /2 4 2

H SO 比が必要となったので過去のPbO 法による測定2 4 2

値と導電率法によるSO 測定値の解析を行うと共にS2

O 排出量とそれぞれの測定値の関係を解析する。ま2

ず、それぞれの測定値の推移をみる。(図１)

SO とSO の妥当な換算率(左右の目盛の比率)で両3 2

者の推移を見るとその差がH SO を表している。2 4

図１ SO とSO 測定値の推移 データ出所：大阪府環境白書：測3 2

定値は国設大阪局のデータ

つぎに(H SO ＋SO )-H SO 推移ではPbO2法による2 4 2 2 4

測定値をSO ＝(H SO ＋SO )として乾性沈着による測3 2 4 2

定値の単位に換算したものと、乾性沈着による

2 4 2 2 4H SO をプロットした。補助線の比率からSO /H SO

比は1とした。 (図２)

図２ (H SO ＋SO )とH SO の推移 データ出所：大阪府環境白2 4 2 2 4

書、(3)

府下のSO 排出量と国設大阪局でのSO およびSO 測定2 3 2

値の散布図をしめす。(図３)

図３ SO2排出量vsSO3測定値,SO2測定値 データ出所：大阪

府環境白書

回帰式を推定すると

SO ＝0.010＋0.000169*SO 排出量2 ２

(7.4) (12.1) R-sq＝0.8855
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濃度を国設大阪局のデータで代表することは問題

との考えもあろうが、長期間の測定データが得られ

ることと府下平均濃度を求める場合の継続測定局の

ばらつきによる加重度の変化を避け得るメリットの

方が大きいと判断した。

４）アクセシビリティーの代理変数

(1)自動車走行台数と環境測定値の関係

自動車走行台数の詳細な公表データは入手困難で

きある。入手可能なデータは主要交差点での点デー

タに限られる。被説明変数を自動車走行台数の実測

値とし、交差点近傍の自排局におけるNO、NO 測定2

値を説明変数として回帰分析を行う。(平成 年10
7)度：ｎ＝

回帰分析の結果 Y：自動車走行台数

Y＝－9559＋1697023*NO
(-0.76) (9.26) R-sq=0.9448
Y＝850＋2567829*NO2
(0.01)(1.22) R-sq=0.2282

回帰分析により自動車走行台数の代理変数として

NO測定値が利用可能であるとできる。

また、NO と走行台数に有意な相関関係はない。2

(2)自動車走行台数の推定

自動車走行台数は汚染物質の排出や騒音を考慮し

なければ幹線道路へのアクセシビリティーを含む道

路の利便性の代理変数と考えられる。ただし走行台

数は車線数により大きく影響されると考えられるか

ら、NO測定値から推定した走行台数を対象地点の平

均道路幅員で基準化する。

1700* (ppm)/ (m)自動車走行台数＝ NO測定値 道路幅員

1000 /m単位： 台

参考文献

乾性沈着要素の生成要因の解析 大阪府公害監視センター(1)

H11.3

環境評価入門 鷲田豊明 勁草書房 第１版(2) 1999.5.30

「 」(3) (1992)矢澤則彦･金本良嗣 ﾍﾄﾞﾆｯｸ･ｱﾌﾟﾛｰﾁにおける変数選択

5(1),pp.45-56環境科学会誌

肥田野登 「ﾍﾄﾞﾆｯｸ･ｱﾌﾟﾛｰﾁによる社会資本整備 便益の(4) (1992)

No.449/ -17,pp.37-46計測とその展開」土木学会論文集 Ⅳ

「 」(5) (1985)岩田規久男・浅田義久 交通騒音の社会的費用の計測

No.55,pp.124-132環境研究

山崎福寿 「自動車騒音による外部効果の計測」環境科(6) (1991)

4(4),pp.251-264学会誌

肥田野登・林山泰久・井上真志 「都市内交通のもたら(7) (1996)

す騒音および振動の外部効果の貨幣計測」環境科学会誌

9(3),pp.401-409

金本良嗣･中村良平･矢澤則彦 「ﾍﾄﾞﾆｯｸ･ｱﾌﾟﾛｰﾁによる環(8) (1989)

2(4),pp.251-266境の価値の測定」環境科学会誌

(9)Harrison,D.andD.Rubinfeld(1978)Hedonic housing price and

thedemandforcleanair.JournalofEnviron.Econ.Manage.,5,pp.81-

102

(10)Rosen,Sherwin(1974):Hedonic Prices and Implicit

Markets,Product Differentiation in Pure Competition,Journal

of Public Economics,Vol.82,pp.34-55

金本良嗣･中村良平 「環境の経済的価値環境」情報科(11) (1984)

13-2,pp.13-18学

(12) - -環境と社会資本の経済評価 ﾍﾄﾞﾆｯｸ･ｱﾌﾟﾛｰﾁの理論と実際

肥田野登 勁草書房 第１版1997.10.30




